資源端にシステム境界を持つ全元素のTMR(関与物質総量)  資源素材学会2025春予稿　原田幸明


1. はじめに
関与物質総量(TMR)は物質やそれからなる製品が、どのくらいの地球環境圏との関わりを持って得られているかを示す量であり、資源の採掘や水の使用等を通じて、土石、水などに変化を与えた総量を示す量である。このTMRは様々な物質や製品に対して、資源採掘の背後にある鉱山廃棄物なども含めた、その天然資源依存度を量として示すことができ、われわれの人間活動がどれだけ地球環境圏に支えられているかを把握することができる。しかし、このTMRの算定には資源採掘の現場情報の把握や、その後の加工プロセスにおける溶媒等のプロセス物質の使用、さらには廃棄物の処理などの総合的情報が必要であり、その算定例は限られていた。また、情報を地球環境圏と人間経済圏の界面である資源端までもとめることが難しかったため、LCAでいうシステム境界の発想で、情報収集が容易な部分のみの限定的な算定になっていた。本研究では大規模言語処理型AIを活用し、さらにそれを専門家知識とコラボさせることにより、究極のシステム境界である資源端まで算定範囲を拡大し、全元素に対する関与物質総量を得ることができたので、それを報告する。
2. 今、注目される「資源端」
今、「資源端」が熱い。「資源端」とは、人間経済圏と地球環境圏のシステム境界に位置する概念であり、資源採取の最初段階を指す。これは、地球環境から人間社会への資源フローが始まる点であり、人間の経済活動によって環境に与える影響を評価するための基準点となる。資源端は、金属や石油、木材などの天然資源が採取される場所や活動の範囲を含み、ここから継続的に人間経済圏へのフローが生じる。人間経済圏は、これらの資源を元にして製造、分配、消費といった経済活動を行い、最終的に廃棄やリサイクルを通じて再び環境へ戻す。しかし、資源端での採取活動自体がすでに大きな環境負荷を与えることが、様々な研究結果で明らかにされており、これによって地球環境の自然資源の耐能性が減少する危険が様々な視点から指摘されている。
最初に、「プラネタリー・バウンダリー」の概念は、地球環境における持続可能性の障壁を数値化し、社会活動と環境の互動作用を正確に把握するための指標を提供する。このバウンダリーは、天然環境の資源耐能を超えて人間活動が環境に不可逆な影響を与えるほどの持続可能性の限界超えを防ぐための概念であり、ここで資源端の管理の重要性が明らかになる。資源採取から生産、販売、消費、そして廃棄に至るまでのライフサイクルを通じて、資源採取の段階ですでに大きな環境負荷が生じていることがわかっている。

続いて、「ネイチャーポジティブ」の概念は、環境負荷を減らすだけではなく、環境を回復し、涵養する方向への社会的変革を次要する。資源採取の過程で生じる枝資源の破壊を認識し、その回復を目指すことは、資源端管理の根本的な視点の変革を代表する。この解決には、「生物多様性の危機」が深く関係している。生物多様性の低下は、資源採取や地域開発による環境破壊の結果として発生し、これは継続的な資源利用を困難にし、人間社会の継続性をも脆くする。このような環境の危機を込むながら、「サーキュラーエコノミー」は、資源を最大限に有効利用しながら環境に戻す組織的な資源管理の方法を提示する。これは、資源端におけるフローの通透性を高め、現場での環境パフォーマンスを整備することを要求する。
こうした資源端の管理の必要性は、「GHGプロトコル」の構築にも表れている。この国際基準は、資源の採取から最終消費までのサプライチェーン全体での気候変動の支配を可視化することを目指し、Scope 3として資源端までの適切なデータ管理を要求している。このような構築的な動きは、資源端からの環境負荷を統合的に管理する方法を提示している。これにより、全ての環境パフォーマンスを明確にし、世界全体で持続可能性の道を追求する方向性が導かれる。最終的に、「資源端」の管理は環境負荷を接近するだけでなく、地球レベルでの大きな生態系の継続性を保証するための基盤を作る。資源端までのサプライチェーン管理は、現代社会の持続可能性の根幹を解明するものとして、現在の動向を次要する重要な技術的な基盤である。

3.「資源端」に踏み込んだ指標TMR(関与物質総量)

資源端までの人間の行為を計量するためのパラメータとしては、「資源生産性」(Resource Productivity)や「石油使用量」、「水資源消費量」などが用いられてきた。これらは、特定の資源の利用について明確な評価を提供するものの、総合的な環境負荷を推定するには限界がある。たとえば、石油使用量は能源消費の指標として有用だが、それだけでは石油採取の現場での地理的な情報や生態系への影響を採り入れることはできない。これらの限界を乗り越えるために、「TMR」(Total Material Requirement)という概念が登場した。TMRは、資源採取から最終用途までのサプライチェーン全体を通じて発生するすべての物質流れを総合的に推定する。この方法は、目に見える資源だけでなく、隠れたフローや補助的な資源使用も含める点で優れている。
TMR（Total Material Requirement）は、資源採取から最終用途までの全物質フローを総合的に評価する指標として、資源管理と環境政策の重要な基盤となっている。その発祥は1990年代初頭、ドイツのWuppertal研究所において提唱され、資源利用の包括的な把握を目的とした。このアプローチは、従来の特定資源の使用量に焦点を当てた指標の限界を超え、隠れたフローや補助的資源使用も含めた総合的な評価を可能にした。日本においても、TMRの概念は積極的に取り入れられ、特に国立研究開発法人物質・材料研究機構（NIMS）による先駆的な研究が注目された。NIMSはTMRの理論的枠組みを深化させるとともに、具体的な資源管理への応用を推進した。また、日本の環境基本計画においても、TMRは補助指標として導入されたことがあり、国家レベルでの資源利用効率の評価と改善に貢献している。さらに、企業レベルでもTMRの活用は進んでいる。代表例としてリコー社は、資源利用削減目標の達成に向けてTMRを指標として採用し、持続可能な資源管理の実践において具体的な成果を上げている。このように、TMRは国際的な研究機関から国家政策、そして企業活動に至るまで、幅広い分野でその有用性が認識されており、持続可能な社会の実現に向けた重要なツールとなっている。
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TMR（Total Material Requirement）とは、資源の採取から最終消費、廃棄に至るまでの全ての物質フローを包括的に評価する指標であり、隠れたフロー（hidden flow）や間接フロー（indirect flow）を含めた総合的な資源利用量を示す。Fig.1は、TMRの概念を可視化し、人間経済圏（techno-sphere）と地球環境圏（eco-sphere）のシステム境界である「資源端」（resource edge）における資源の流れを詳細に示している。

図の右側には、鉄鉱石（iron ore）の採掘から製鋼（steel）までの一連のサプライチェーンが描かれている。鉄鉱石は、まず鉱山で採掘され、鉄鉱石精鉱（iron ore concentrate）として濃縮される。この過程では、大量の岩石（rock）や水（water）が消費されると同時に、廃棄物として排出される。これらの廃棄物や未利用物質は、隠れたフローとしてTMRの計算に含まれる。さらに、これらのプロセスには膨大なエネルギー（fuel energy）が投入され、そのエネルギー消費もTMRの重要な要素となる。鉄鉱石精鉱は次に銑鉄（pig iron）へと加工され、この段階でもコークス（Coke）や石炭（Coal）などの補助的資源が投入される。これらの補助資源の使用も間接フローとしてTMRに含まれる。最終的に、銑鉄は製鋼工程を経て鋼材（steel）に加工され、自動車や家電製品（other material）として人間経済圏に供給される。

図の左側には、直接フロー（direct flow）、間接フロー（indirect flow）、隠れたフロー（hidden flow）の関係が立体的に示されている。直接フローは、製品に直接含まれる物質の流れを指し、自動車や家電製品として可視化されている。間接フローは、製品の製造に必要な原料やエネルギーの流れを示し、これには製造過程で使用される燃料や補助材料が含まれる。隠れたフローは、これらの生産プロセスで発生するが、最終製品には現れない資源使用や廃棄物を指し、資源採掘時の剥土や廃石、水資源の消費が含まれる。

この図は、TMRが単なる製品の重量や資源消費の合計ではなく、資源採取から最終廃棄に至るまでの全ての物質の流れを総合的に評価するものであることを強調している。これにより、隠れた環境負荷を可視化し、資源利用の最適化や環境負荷低減のための政策立案に寄与する。TMRの考え方は、GHGプロトコルやサーキュラーエコノミーの実現にも不可欠であり、持続可能な資源管理の基盤となっている。
4.「システム境界」の幻惑　　--理想と現実の間で—

資源端までの実操業データを正確に取得することは、長年にわたり環境負荷評価の分野で大きな課題とされてきた。特に鉱山業においては、その複雑性と地域ごとの条件差がデータ収集の障壁となっている。鉱山現場での採掘プロセスは地質条件、採掘技術、法規制、さらには地域社会との関係性など多岐にわたる要因に影響されるため、一律のデータ収集が困難である。加えて、鉱山企業にとっては操業データが企業秘密に直結する場合も多く、競争力維持の観点から外部への情報開示を躊躇するのが実情である。

このような現実的制約の中、ライフサイクルアセスメント（LCA）では、直接的にアクセス可能なデータを収集し、その範囲を「システム境界」として自己定義する手法を採用した。間接フローの途中で取得できたデータに基づき、評価の範囲を限定することで理想と現実のギャップを埋める手法である。これにより、データ不足の問題を一時的に回避できるが、逆に言えば、資源採取の最初段階、すなわち「資源端」における実態を正確に反映できていないという限界を内包している。

資源端における隠れたフローや未利用資源の量は、全体の環境負荷において無視できない要素である。例えば、鉱山開発における剥土や廃石は、生産された鉱石の量をはるかに上回る場合が多く、これらの未利用資源が環境に与える影響は計り知れない。しかし、このようなデータは従来のLCAの枠組みでは十分に反映されてこなかった。この状況が、TMR（Total Material Requirement）の普及を妨げる大きな要因の一つであった。TMRは、資源採取から最終製品に至る全ての物質フローを包括的に評価する手法であり、理論的には環境負荷をより正確に反映できる。しかし、実操業データの不足はTMRの信頼性を損ね、その実用化を難しくしてきた。このように、理想と現実の間に存在するデータ収集の壁は、環境評価手法の進化において避けて通れない課題である。そして技術革新によるデータ収集手法の改善が、この壁を乗り越える鍵となるのである。
5． データマイニングを巡る今世紀の2つの変化
21世紀に入り、資源管理と環境評価の分野において二つの顕著な進展が見られる。それは、データ開示の進展と大規模言語処理型AIの急速な発展である。これら二つの変化は、これまで理想と現実の間に存在していたデータ取得の壁を打破し、資源端までの包括的な環境負荷評価を可能にする礎となりつつある。

5.1. データ開示の進展
まず、データ開示の進展は、資源管理の透明性と信頼性を飛躍的に高めた。この進展には三つの重要な要素が存在する。

第一に、グローバルな環境問題への対応としての情報開示の促進である。気候変動や生物多様性の喪失といった地球規模の環境問題が顕在化する中、企業や政府はその責任を果たすべく、環境情報の透明な開示を求められるようになった。多くの企業が環境報告書やサステナビリティレポートを発行し、自らの環境負荷削減の取り組みを公に示す動きが加速している。これにより、かつては閉ざされていた資源採取や加工プロセスの詳細なデータが徐々に表面化し、資源管理における実態の把握が容易になってきた。

第二に、金融分野における非財務情報開示の重要性の高まりが挙げられる。投資家や金融機関は、企業の持続可能性を評価する上で、財務情報だけでなく環境、社会、ガバナンス（ESG）に関する情報の開示を重視するようになった。この流れは、EUのタクソノミー規則や気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）によるガイドラインの普及によって加速され、企業は環境貢献の証明として具体的なデータを公開することが常態化している。これにより、企業活動の全過程、特に資源端における環境影響に関するデータが蓄積され、利用可能となっている。

第三に、技術戦略におけるオープンイノベーションの進展がある。かつて企業の技術情報は秘匿され、競争優位性を保つための資産とされてきた。しかし、近年では技術の共有と協働がイノベーションの鍵と認識されるようになり、企業は自社の技術やプロセス情報を積極的に公開することで新たなビジネス機会を創出している。このオープンな姿勢は、資源採取や製造プロセスにおけるデータの透明性向上にも寄与し、環境評価に不可欠な情報の取得を容易にしている。

5.2. 大規模言語処理型AIの急速な発展
次に、大規模言語処理型AIの発展は、データ収集と解析の手法に革命をもたらした。AI技術の進化により、インターネット上の膨大なビッグデータから必要な情報を効率的に抽出し、統合することが可能となった。この技術的進展は、従来アクセスが困難であった資源端のデータ取得においても大きな可能性を開いている。

まず、データの発掘と獲得（データマイニング）が格段に容易になった。AIは自然言語処理（NLP）を駆使して、多言語で書かれた技術文書、報告書、ニュース記事、学術論文などから必要なデータを自動的に抽出し、整理することができる。これにより、国際的な資源採取活動や製造プロセスに関する詳細なデータが、かつてないスピードと精度で取得可能となった。

さらに、AIは直接取得できないデータの推定にも貢献している。AIは既存のデータと類似情報を基に、未知のデータを高精度で推定する能力を持つ。たとえば、特定の鉱山でのエネルギー使用量や廃棄物排出量が公開されていない場合でも、同様の地質条件や採掘技術を用いる他の鉱山データを参照することで、合理的な推定値を算出することが可能となる。また、特定の鉱山にとらわれないグローバルアベレージのでデータを準備することもではきる。これらのデータは、資源端までの包括的な環境負荷評価に不可欠な要素として活用され得る。
5.3. 理想と現実の壁を突破する新たな可能性
これら二つの変化――データ開示の進展とAI技術の発展――は、長年環境評価の分野で課題とされてきた理想と現実のギャップを埋める鍵となる。従来のライフサイクルアセスメント（LCA）では、データ不足のためにサプライチェーンの途中で取得できたデータをもとに「システム境界」を自己定義し、その範囲内で評価を行う手法が一般化していた。しかし、この方法では資源採取の最初段階、すなわち資源端における実態を十分に反映することができず、環境負荷の全体像を捉えるには限界があった。TMR（Total Material Requirement）の概念は、この限界を超え、資源採取から最終消費、廃棄に至る全ての物質フローを包括的に評価することを目的としている。しかし、TMRの実用化には資源端の詳細なデータが不可欠であり、その取得の難しさが普及の障壁となってきた。今、データ開示の進展とAI技術の融合により、この壁を突破する道が開かれている。企業や政府が環境情報を積極的に公開し、AIがその膨大なデータを収集・解析することで、資源端から最終製品に至る全過程を網羅する包括的な環境評価が現実のものとなりつつある。これにより、従来のLCAでは見落とされがちだった資源端の環境影響が明確化され、持続可能な資源管理の実現に向けた具体的な指針を提供することが可能となる。21世紀におけるデータ開示の進展と大規模言語処理型AIの発展は、資源管理と環境評価の分野において革命的な変化をもたらしている。これらの変化を活用することで、従来の限界を超え、資源端までの包括的なサプライチェーン管理が実現可能となるり、持続可能な社会の実現に向けた責任ある資源利用に資することができるのである。
6.データマイニングAIの活用
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6・1　インベントリーデータ

インベントリデータとは、製品やサービスのライフサイクル全体において使用された資源の量やエネルギー消費、排出された温室効果ガスや廃棄物の量などを定量的に記録したデータのことであり、。これにより、各工程の環境負荷を具体的に把握し、ライフサイクルアセスメント（LCA）などの環境評価に活用される。TMRの算定においてもこのインベントリーデータの形式を用いる。
Fig.2は、インベントリーデータの具体例を示し、電子部品の製造に至るまでの資源フローを遡及的に可視化している。赤線で示された経路は、電子部品からその構成要素である金、さらに金精鉱、最終的には鉱山での採掘活動へと繋がるサプライチェーンを示している。この経路を辿ることで、各段階での資源使用量と環境負荷が明確にされる。
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算定根拠データはオープンアクセスです。
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特に注目すべきは、図中の赤丸で示された「資源端」の項目である。この資源端は、人間経済圏と地球環境圏のシステム境界に位置し、資源採取の起点を意味する。この地点から発生する物質フローは、隠れたフローや間接フローを含め、TMR（Total Material Requirement：総物質要求量）として量的に把握される。各プロセスでのTMR値は、構成量に応じて逐次的に積み上げられていく。採掘段階でのTMRは、精鉱の製錬プロセスを経て増加し、最終的に電子部品の製造に至るまで連鎖的に影響を与える。この過程で収集されるのは資源使用量のインベントリーデータであり、それらはサプライチェーン全体の環境負荷評価に不可欠な基礎情報となる。なお本発表では、金などの元素を最上位に据え、それぞれの元素に対し資源フローを遡及的に捉えることで資源端に至るまでの資源使用量を評価する。
Fig.3は、各サブシステムにおける資源フローとデータ取得の対象を体系的に示している。対象のサブシステム(要素プロセス)の参照フローとしての製造物に対して、原材料（raw material）、プロセス物質（process material）、耐久材（durable material）、エネルギー（electricity, fuel）、および副産物（by-products）や産業廃棄物（industrial waste）といった構成物の投入および処理量がインベントリーデータとして集められる。
従来のライフサイクルアセスメント（LCA）手法では、図中の太い青い矢印で示される主要な物質フロー、すなわち原材料の投入から最終製品（subject product）の出荷までの直線的な流れに重点が置かれてきた。このアプローチでは、製品製造における直接的な資源使用と排出のみが評価対象となり、プロセス内で循環使用される物質や、触媒のように少量であっても資源端における採取負荷が大きい物質の損耗補充については、しばしば評価から除外されてきた。しかし、新たなデータ取得手法は、従来のLCAの枠を超えた包括的な視点を提供する。特に、赤い矢印で示されたプロセス物質の循環使用や耐久材の劣化補充にも注目し、これらの補充量には資源担での資源消費量が極めて大きいものも含まれるため、サブシステム全体の資源使用量に与える影響を正確に評価することが可能となる。このアプローチにより、資源端での実際の採取負荷をより正確に反映するデータが得られ、資源利用の全体像が明確化される。
さらに、この手法はサブシステム間の違いに対しても均等なデータ取得を可能とし、各工程での資源使用や廃棄物排出の詳細を一貫して評価できる。この結果、システム境界を資源端まで押し広げ、サプライチェーン全体における環境負荷を網羅的に把握することができる。これにより、資源の持続可能な管理と環境影響の最小化に向けたより精緻な戦略立案が可能となる。

6・2　大規模言語処理型AIの課題
データマイニングにおいて人工知能（AI）を活用する場合は注意が必要である。特に、大規模言語モデル（LLM）を含む生成系AIは、膨大なデータを解析し、有益な洞察を提供することが可能であるが、AIの予測や解析結果を無批判に受け入れることは、誤った結論を導き、ひいては意思決定を誤らせる危険性を孕んでいる。データマイニングにおいてAIを利用する際に留意すべき主要な点をを列挙する。

1. AIの予測精度とデータの質の関係

AIが提供する分析結果の精度は、学習に用いるデータの質に大きく依存する。とりわけ、ライフサイクルアセスメント（LCA）のような専門性の高い領域では、業界ごとのプロセスデータが大きく異なり、最新の技術動向やオペレーションの変化をリアルタイムに反映させることが困難である。AIは過去のデータに基づいて予測を行うため、新技術の導入や市場の変化に即応できるとは限らない。したがって、AIが示した結果を盲信するのではなく、その背後にあるデータの出所や更新頻度を慎重に検討する必要がある。また、予測精度の検証を怠らず、人間の専門知識によるクロスチェックを実施することが不可欠である。

2. 透明性と解釈可能性の確保

AIはしばしば「ブラックボックス」として機能し、その意思決定プロセスが不透明であるという問題を抱えている。特に、LCAにおいては透明性と再現性が求められるため、AIの解析結果がどのような根拠に基づいて導かれたのかを明示できることが極めて重要である。結果だけでなく、対象サブシステムの構造や投入物の役割の詳細などを示させることで、より情報の探索範囲を絞り込ませる工夫を行うなうなどで、信頼性の向上を図る必要がある。今後、説明可能なAI（Explainable AI: XAI）や証拠付きAI（Evidence-Based AI）の導入などや補完的な分析の併用で、AIの判断プロセスを可視化し、解釈の精度を高めることができるであろう。

3. バイアスの影響と公平性の担保

AIの予測結果は、学習データのバイアスに大きく左右される。データセットに偏りが含まれている場合、その影響はAIの出力にも反映されるため、特定の国や企業にとって不公平な結論を導いたり、環境影響の評価において特定の要素が過小評価されたりする危険性がある。特に、環境影響評価や持続可能性分析において、特定の地域や産業のデータが過不足なく網羅されているかどうかを慎重に検討することが求められる。データの収集過程において可能な限り多様なソースを参照し、バイアスの除去に努めるとともに、複数のモデルを組み合わせることで客観性を高める手法が有効となる。
6・3　インベントリデータ・マイニングへのAI活用の原則
上記を踏まえここでは、AIを活用しながら資源端までの正確なLCAインベントリデータを取得するための三つの重要な要点を提示する。すなわち、1. 専門家との協働（コラボレーション）、2. 適切なプロンプティング技術、そして3. 得られた結果のオープンアクセスデータベース化である。

1. 専門家とのコラボレーション

AIが生成するデータは、膨大な情報を瞬時に処理するという点では優れているが、その内容の妥当性や整合性を検証する能力は限定的である。特に、AIがモデル化するサブシステムの構成や数値結果が、学術界および産業界の常識から逸脱していないかどうかを評価するためには、資源工学および物質化学に精通した専門家の関与が不可欠である。専門家の役割は単なる結果の確認にとどまらない。AIが生成したサブシステムのモデリングが適切に行われているか、またその個別の数値が現実の工業プロセスや物質特性と乖離していないかを慎重に分析する必要がある。さらに、個々のサブシステムが整合しているだけでは不十分であり、インベントリデータ全体の一貫性や物質・エネルギーフロー全体のバランスも検証しなければならない。このためには、Pythonなどのプログラミング言語を駆使したデータ解析手法を活用することが有効である。例えば、ドミナント分析により影響度の大きい工程を特定したり、フローチャートを作成して全体のプロセス構造を可視化することで、AIの予測と現実の生産工程との間に存在するギャップを明確にすることが可能となる。こうした分析作業は、AIの出力結果と専門家の知識を有機的に結び付け、より信頼性の高いデータ構築を実現するための基盤となる。
2. 適切なプロンプティング技術

AIの性能を最大限に引き出すためには、適切なプロンプティング（指示の与え方）が不可欠である。AIは大規模なデータセットを処理し、広範な情報を抽出する能力を持つが、これを有用なインベントリデータに変換するためには、情報の収束と精度の向上を図るための指示が必要である。具体的には、AIが単に膨大なデータを集めるのではなく、資源工学や物質化学の専門的視点から必要な情報に絞り込むためのバイアスを掛けることが重要である。例えば、単に「銅の精錬に必要なエネルギー」を求めるのではなく、「銅精鉱から電解精錬に至るまでの各段階のエネルギー投入量」といった具体的なプロンプトを与えることで、より精緻なデータ取得が可能となる。また、数値結果に対してAIが提供する根拠の明示も重要である。AIはしばしば数値を出力するが、それがどのような反応機構やプロセスを想定しているのかを明確にすることを求る。これはまた得られた数値が実際の現場のデータとどの程度一致しているかを検証することを容易にする。を同時に求めるプロンプティングを行うことで、数値の信頼性を担保しやすくなる。

3. 得られた結果のオープンアクセスデータベース化

いかに高度なプロンプティング技術と専門家の検証を組み合わせたとしても、AIが生成するデータには架空の情報や誤った数値が混入するリスクを完全に排除することはできない。これに対応するための最も有効な手段が、得られたデータをオープンアクセス化し、広く社会の目に晒すことである。専門家の個々の知見には限界があり、単一の研究チームや組織がすべての資源プロセスに対して完全な責任を負うことは不可能である。したがって、全人類的な協働を通じてAI生成データの監視・検証を行うことが、最も強力なデータ精度向上の手段となる。具体的には、AIが生成した数値データやインベントリ情報を、Webサイトやオープンデータベースとして公開し、世界中の研究者、技術者、産業関係者からの批判やフィードバックを受け入れる体制を構築する必要がある。

今回の発表内容に関するデータはすべてweb上に公開してある。しかも単に結果データを公開するだけでなく、Excelの計算手法も公開している。これにより、他の研究者等が独自に検証・再計算を行い、誤りや不整合を発見しやすくなる。AIを活用したインベントリデータの取得は、閉鎖的なプロセスではなく、オープンで進化し続けるプロセスとして設計される必要がある。

7. 関与物質総量の計算結果
このようにして得られた、自然界に存在する全元素に対する1kgあたりのTMR(関与物質総量:Total Material Requirement)とTCFP(Total Carbon FootPrint)の値を、周期表上の数値として示した。なお、Liの下にLi2CO3があるように化合物が書かれているものは、化合物の形で使用されることが支配的であるために、化合物としてのTMRなどを求めたものである。また、カーボンフットプリントも同じように資源端基準で計算可能であるためにこれも併記した。なお、これまでのCFPは従来のシステム境界任意設定型LCA手法で求められているものが多いため、この資源端まで計算する手法は従来のものより大きな値を示すことになるため、社会的応用期に入りつつある従来法に混乱を与えないために、あえて”T”を付し資源単基準カーボンフットプリントとして区別することにした。
情報開示の進展とAI技術の進歩は、膨大なデータを扱うLCA等の世界に大きな変化をもたらし、これまで理想論であった資源端まで遡って人類の経済活動を見直すチャンスを与える。今回の報告はほんの端緒であり、その可能性を実証したに過ぎない。今後オーブン・アクセス・データの優れた活用と、AI技術およびその応用技術の進展で、技術やシステム開発の指針への適用なども含めた大きな進展が期待される。
参照webサイト: https://lca.sdgoods.net/tmr-tcfp-jp/
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Fig.1 outline of TMR
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Fig.2 data structure
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Fig.3 data description of each subsystem
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Fig.4 caluculated results of TMR and TCFP()total carbon footprint)









